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要約 
本調査では、平常時でも入手経路が限られていて、災害時にはさらに入手が困難となることが予想される医療用特殊

食品の利用者について、防災意識と世帯での食料備蓄状況について検討した。回答者の49.5%が災害に備えて食料備蓄を

していると答えており、これは一般的な防災意識調査の食料備蓄状況と比較して、ほぼ同程度であった。食料を備蓄し

ていると答えた世帯は、備蓄していないと答えた世帯に比べて、災害時に家庭にある食料で生活できる日数が長く、医

療用特殊食品を注文する時にも、家庭内に在庫を残して注文する等の行動をとっていた。医療用特殊食品を利用する世

帯に対して災害時の食料備蓄の必要性を訴えることで、注文行動を変化させ、家庭での医療用特殊食品の備蓄を進めて

いくことができ、災害時の慢性疾患患者の健康状態の悪化防止につながると考えられた。 

キーワード：特殊食品、災害対策、慢性疾患 

 
Summary 

We investigated awareness of disaster prevention and food stockpile in persons who have been consuming 
medical foods sold by mail-order trading.  49.5% of the respondents to our survey have prepared medical foods 
stockpile in their house, the rate being similar to those who prepared general food stockpile.  They usually order 
medical foods again before all of the food stock are consumed, and they may be able to survive longer than those who 
have no food stockpile.  The medical foods stockpile for disaster prevention is important for patients suffering from 
chronic diseases in order to prevent the progression of their diseases after disaster.      
Key words：medical foods, disaster preparedness, chronic disease 
 
 
はじめに 

南海トラフ巨大地震の被害想定（1）では、道路施設被

害は約 3 万～3 万 1 千か所で発生すると想定され、交通

寸断による人、物の輸送の障害が大規模な範囲で起こる

と予想される。自宅で生活できなくなった被災者が多数

発生するとともに、ライフラインの断絶により、食料、

飲料水の不足は深刻な状況になると予想される。このよ

うな大規模災害の状況下では、慢性疾患を持つ人々の健

康状態の悪化が起こることが報告されている（2, 3）。 

新潟県防災企画課では、新潟県中越沖地震の被災市町

村の検討内容を基に、「災害時要援護者用備蓄検討のポ

イント」（4）を作成し、多くの市町村で災害時に要援護

者向けの備蓄がなかったことを踏まえて、各種の対応を

検討した結果を公表している。その中で、腎臓病等食事

制限者向け低たんぱく質食品のような特殊食品は、流通

量が少なく市町村内で即時入手できず、さらに災害時に

は道路寸断等により市町村外からの入手ができないこと

を考慮して、個人備蓄の啓発を推進するとともに、入手

困難な物資については市町村で必要最低量を備蓄するこ

とや、市町村内の医師会・栄養士会等と連携をとり、特

殊食品が必要な者向けに既存の備蓄食品を用いた献立例

の検討を行うこと等の対応を勧めている。 

しかし、須藤紀子らが行った 2009 年の調査では、災害

時に食生活支援の協定を結んでいる自治体は少なく、特

殊食品の供給について協定を結んでいると回答した市町

村においても、実際にはドラッグストア等との間で物資

の供給についての協定を結んではいるが、特殊食品に特

化した協定を結んでいる市町村は少数であった（5）。廣

内智子らの全国調査でも、自治体における東日本大震災

直前の災害時食料備蓄状況は、過去に災害体験を有し、

かつ特殊食品を備蓄していると回答した自治体であって

も、粉ミルク、アレルギー対応粉ミルク、粉ミルクを除

くアレルギー対応食品、摂食嚥下困難対応食品、離乳食

の備蓄をしている自治体はあったが、糖尿病や腎臓病食

等の病者用特別用途食品の備蓄をしている自治体はなか

ったとしている（6）。内閣府では、東日本大震災の教訓

を踏まえて、災害対策基本法等の一部を改正する法律を

公布して、高齢者、障害者、乳幼児、その他の特に配慮

を要とする者（以下要配慮者）に対して防災上必要な措

置を取ることを定めた。また、避難所における良好な生

活環境の確保に向けた取組指針（7）が示され、自治体に

は早急に対応を進めることが求められている。 

そこで、我々は、平常時でも入手経路が限られていて、

災害時にはさらに入手が困難となることが予想される医

療用特殊食品の利用者について、全国病院用食材卸売業

協同組合に加盟する株式会社ヘルシーネットワーク社

（以下 H 社）の協力を得て、通信販売を利用して医療用

特殊食品を購入する利用者を対象としたアンケート調査

を実施し、防災意識と世帯での食料備蓄状況を明らかに

した。 
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なお、特殊食品の概念には粉ミルクや離乳食等も含ま

れることから、本研究では、慢性疾患を有する者が疾患

の進展予防や健康維持・増進を目的として、治療食の実

践や食事摂取の利便性向上等のために利用する食品で、

たんぱく質調整、減塩、エネルギー補給、嚥下困難者用、

濃厚流動食、栄養素補給用等、ある特定の機能性を有す

る食品を医療用特殊食品と称することとした。 

 

調査方法 

H 社が調査期間中に医療用特殊食品を配送した顧客を

対象として、商品にアンケート用紙を同封して送り回答

を求めた。回答は、H 社へ Fax で送付してもらう方法を

取った。 

調査期間：2014 年 1 月 

調査対象：調査期間中に商品を配送した顧客のうち、

たんぱく質調整食品用カタログ利用者（以下 I カタログ）

5000 人、介護用品・高栄養食品用カタログ利用者（以下

Hカタログ）5000 人 

調査内容：災害への関心度と、医療用特殊食品の購入

について図 1、図 2 に示すアンケート用紙により調査し

た。 
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図 1 I カタロク利用者アンケート用紙 
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図 2 H カタログ利用者アンケート用紙 
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結果 

（1）回収率 

全体のアンケート回収率は、9.3%であった。I カタロ

グが 11.3%、H カタログが、7.4%で、I カタログの方がよ

り高率に回収された。 

（2）プロフィール 

アンケート回答者の世帯構成を表 1 に示した。世帯構

成は構成員が 65 歳以上のみの高齢者世帯が 34%と約 1/3

を占めた。Iカタログの方が、Hカタログに比べて高齢者

世帯が多かった。  

 

表 1 世帯構成 

 
 

アンケート回答者の居住地域を表 2 に示した。アンケ

ート回答者の居住地域は、北海道から沖縄まで全国を網

羅していたが、東京、神奈川、千葉の居住者が約半数を

占めた。東海地域の世帯は 9.5%であり、静岡県からは 27

世帯（2.9%）から回答を得た。 

 

表 2 居住地域 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）災害への関心度 

アンケート回答者の大規模な災害への関心度について

の結果を図 3 に示した。大規模な災害への関心度は、非

常に関心があるとした世帯が 50.5%、多少関心があると

した世帯が 45.8%であり、合わせて 96．3%が関心を示し

た。I カタログと H カタログの利用者の間で災害への関

心度に差はほとんどなかった。 

 

 
図 3 大規模な災害への関心度 

 

（4）食料の備蓄に対する行動 

アンケート回答者の食料の備蓄に対する行動について

の結果を表 3 に示した。災害対策として食料の備蓄を考

えたことがあるか尋ねたところ、49.5％が実際に食料の

備蓄をしていると答えた。Iカタログ利用者の方が、Hカ

タログ利用者に比べ備蓄している世帯が多い傾向があっ

た。  

   

表 3 食料の備蓄に対する行動 

 
 

（5） 食料の備蓄日数 

アンケート回答者の備蓄している食料の量について表

4 に示した。災害により食料購入が出来ないとしたらと

仮定し、自宅にある食料でどの位生活できるか（以下、

食料の備蓄日数）を尋ねたところ、平均日数は 4.3 日で、

3 日以上と答えたものが、85.1%であった。I カタログ利

用者の方が、H カタログ利用者に比べて食料の備蓄日数

が多い傾向があった。 

 

表 4 食料の備蓄日数 
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食料の備蓄日数について（4）で回答した食料の備蓄に

対する行動により、実際に食料を備蓄している者（備蓄有）

と、考えているが備蓄していない者および考えていない者

（備蓄無）の 2 群に分けて検討したところ、備蓄有群は、

備蓄無群に比べて、3 日以上食料があると答えた世帯が多

く、7 日以上生活できると答えた世帯も多かった（図 4）。 

 

 
図 4 食料の備蓄に対する行動別  食料の備蓄日数 

 

（6）飲料水の備蓄日数 

アンケート回答者の備蓄している飲料水の量について

表 5 に示した。飲料水は何日分くらい備蓄しているかと

いう問いに対しては、平均日数は 2.7 日で、3 日分以上

備蓄されている世帯は 55.5 %であった。備蓄していない

と答えた世帯は 14.7%であった。 

 

表 5 飲料水の備蓄日数 

 
 

飲料水の備蓄日数について（4）で回答した食料の備蓄

に対する行動により、実際に食料を備蓄している者（備

蓄有）と、考えているが備蓄していない者および考えて

いない者（備蓄無）の 2 群に分けて検討したところ、備

蓄有群では、飲料水が 3 日分以上備蓄されている世帯は

約 7割で、5日以上備蓄されている世帯は 35%であった。

一方、備蓄無群では、飲料水が 3 日分以上備蓄されてい

る世帯は 4 割に満たなかった。また、備蓄していないと

答えた世帯は 27%であった（図 5）。 

 

図 5 食料の備蓄に対する行動別 飲料水の備蓄日数 

 

（7）医療用特殊食品の購入状況 

アンケート回答者の医療用特殊食品の購入状況を表 6

に示した。I カタログでは、回答者 564 世帯中 506 世帯

と 9 割がたんぱく質調整の主食を購入していた。また、

たんぱく質調整食品と減塩・低塩食品を複数種類購入し

ている世帯も多かった。 

H カタログでは、嚥下困難者の利用するやわらか食品、

トロミ調整食品の他、濃厚流動食や栄養補助を目的とし

た飲料等の購入がほぼ同数見られた。 

 

表 6 医療用特殊食品の購入状況（複数回答あり） 

 
 

（8）注文方法 

アンケート回答者の医療用特殊食品の注文方法を図 6

に示し、注文頻度を図 7 に示した。医療用特殊食品の注

文は電話または Fax により行われ、注文頻度は 1 か月ご

とに注文する世帯が多かった。 

 

 
 

 
 

（9）注文する時期と在庫量 

アンケート回答者の注文する時期と在庫量について図

8 に示した。商品が残りどのくらいになったら注文する

かを尋ねたところ、注文してから届くまでに使い切る量

になってから注文すると答えた世帯が一番多く、半数以

上の世帯が、ほとんど在庫を残さずに注文していた。 

 

 
図 8 注文する時期と在庫量 
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注文する時期と在庫量について（4）で回答した食料の

備蓄に対する行動により、実際に食料を備蓄している者

（備蓄有）と、考えているが備蓄していない者および考

えていない者（備蓄無）の 2 群に分けて検討したところ、

備蓄有群は備蓄無群に比べて有意差を持って、1 週間分、

半月分の在庫を残して注文する世帯が多かった（図 9）。 

 

 
χ2検定で、P<0.01（その他、無記入を除く） 

図 9 食料の備蓄に対する行動別 注文する時期と在庫量 

 

考察 

本研究で取り上げた医療用特殊食品は、平常時でも入

手経路が限られ、日用品として店舗で販売されているこ

とはまれであり、手軽に購入できない。これらの医療用

特殊食品を活用して食事療法を行っている患者において、

被災時に医療用特殊食品を確保することは、被災後の健

康管理を考える上で非常に重要となる。これらの医療用

特殊食品の備蓄が各自治体でほとんど行われていないこ

とや、供給体制の協定締結等が進んでいない現状では、

患者自身での備蓄が必要となる。これまでに、わが国に

おける医療用特殊食品の家庭内での備蓄についての検討

はされていない。慢性疾患患者を対象とした米国におけ

る調査では、慢性疾患患者は、一般の健康な人々に比べ

て災害時に罹患率や死亡率が高いにも関わらず、災害に

対する準備が必ずしも進んでいるとは言えない状況であ

ると報告されている。(9、10) 

本調査では、医療用特殊食品利用者における災害への

意識と食料・飲料水の備蓄状況を調査した。本調査の結

果を 2013 年に静岡県が行った「平成 25 年度東海地震県

民意識調査」(11)（以下静岡県調査）と比較すると、大規

模な災害に対する関心度（静岡県調査では東海地震に対

する関心度）は、静岡県調査では 96.0%の住民が関心を

持っていたのに対し、本調査では、96.3%の者が関心を持

っており、静岡県調査との間に差はなかった。 

また、本調査では、災害対策として食料の備蓄を考え、

かつ実際に備蓄をしている世帯は、49.5%であり、これは

2014 年に内閣府が行った防災に関する世論調査結果(12)の

食料・飲料水の備蓄をしている者 46.6%と比較して、ほ

ぼ同程度であった。一方、災害時に家庭にある食料でど

のくらい生活できるかを尋ねたところ、3 日以上生活で

きるとした世帯の割合は、85.1%と高率であった。静岡県

調査では、非常食（アルファ米・乾パン・缶詰等）と日

常的に利用する保存・調理な容易な食品（レトルト食

品・インスタントラーメン・果物等）を例示して食料の

備蓄状況を尋ねているが、3 日以上の備蓄があると答え

た者は 50.1%で、本調査より少なかった。この違いは、

本調査では、非常食や保存食以外に家庭にある全ての食

品を含めて考えていることや、熱源の有無、ライフライ

ンの途絶状況、家屋の倒壊、被災状況は考慮しなかった

ため、本調査では多くの者が 3 日以上生活できると回答

したと考えられた。しかし、同様に、飲料水の備蓄日数

を見ると、静岡県調査では、3 日以上備蓄している世帯

が 49.9%であったのに比べて、本調査では、3日以上備蓄

している世帯は 55.5%であった。このことから、医療用

特殊食品の利用者は、一般の住民より災害等に対する危

機感を強く持ち、日常的に買い置きを増やす等の消費行

動をとっていることが考えられる。2013 年に行われた三

重県の防災に対する県民意識調査結果(13)では、3 日分以

上の食料を常に確保している者は 25.5%であり、3日分以

上の飲料水を備蓄している者は 32.2%という結果が示さ

れている。このことからも、本調査のアンケート回答者

の災害に備えての食料・飲料水の備蓄状況は、東南海ト

ラフ巨大地震が予想されている静岡県、三重県に比べて

良好であった。本調査の東海地域に居住する世帯の回答

をそれ以外の地域に居住する世帯の回答と比較したとこ

ろ、大規模な災害に対する関心度や食料や飲料水の備蓄

状況に、大きな差はなかった。 

次に、利用している医療用特殊食品の平常時の入手方

法を調査した。約 8 割の世帯が電話や Fax で注文し、1

ヵ月に 1 回程度の頻度で注文する世帯が多かった。商品

が残りどのくらいになったら注文するかを尋ねると、商

品が届くまでに使い切る量になってから注文すると答え

た世帯が多かった。平常時には、注文してから 1‐2日で

宅配される地域が多いことから、約半数の世帯では、注

文時にはほとんど家庭に在庫品が残っていない状態であ

り、災害の起こるタイミングによっては、医療用特殊食

品を使わずに食事療法を行わなければならない状態に陥

ると考えられる。しかし、食料の備蓄に対する行動によ

り、実際に食料を備蓄している者（備蓄有）と、考えて

いるが備蓄していない者および考えていない者（備蓄無）

の 2 群に分けて検討したところ、備蓄有群は備蓄無群に

比べて、家庭内に医療用特殊食品が残っているうちに注

文している世帯の割合が多かった。食料の備蓄に対する

行動は、医療用特殊食品の注文行動にも影響を及ぼし、

個々人による家庭内での医療用特殊食品の備蓄率を高め

ることにつながると考えられる。 

慢性疾患患者に対しては、様々な学会や団体等により、

それぞれの疾患の特性に合わせた災害時の対策が考えら

れている。例えば糖尿病学会では、糖尿病医療者のため

の災害時糖尿病診療マニュアル(14)が作成され、患者が備

えておくべき事柄もその中にまとめられ、医師による患

者指導の助けとなっている。また、我々も、血液透析患

者に対して災害時の備蓄を推進するためのリーフレット

を作成し、静岡県内の透析医療施設を通じて患者への配

布を行っている(15)。各医療機関は、医療用特殊食品を用

いた食事療法が必要とされる患者には、特に患者教育の

中で、患者自身が具体的な食料備蓄計画を作成する必要

性を認識させ、災害時に物流が回復するまでの期間に自

分が必要とする量の医療用特殊食品を家庭内に備蓄とし

て残して注文することを指導する必要がある。家庭内に

おける医療用特殊食品の備蓄を増やし、物流途絶による

影響を最小限に抑えるために、医療機関向けに患者指導

を円滑に行うための教育ツール等の開発等が求められる。 

災害時は、多くの条件（医療用特殊食品の製造メーカ

ーが稼働しているか、通信販売会社に在庫があるかまた

は営業しているか、電話や Fax などの通信手段の利用は

可能か、交通網の復旧がされているか等）が揃わなけれ

ば、医療用特殊食品の入手は困難となる。特に通信販売

を利用して医療用特殊食品を購入している世帯では、状

況により、長期間入手できないことも予想される。腎不

全患者のたんぱく調整の主食、胃瘻患者の濃厚流動食等、

医療用特殊食品に依存する割合が高い利用者については

大きな問題となるため、余裕をもって確保することが望

ましい。しかし、これらの医療用特殊食品は、賞味期限

や患者の病状に応じた利用状況の変更の可能性等があり、
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患者に数か月単位で備蓄を指示することは難しいことが

ある。そのため、災害時にも速やかに物流を回復し安定

的な供給ができるように、製造メーカー、卸売業者、配

送業者等の物流にかかわる業者間で平常時から連携を取

り、災害時の対応システムを構築しておくことが大切で

ある。さらに、災害に備えて賞味期限の長い商品開発等

も有効な対策となる。 

避難所で生活をすることを想定した場合では、個々の

患者がどのような医療用特殊食品を利用しているかとい

う情報を行政が取りまとめたり、事前に多種類にわたる

医療用特殊食品を自治体等が備蓄したりすることは、現

状では困難と考えられる。東日本大震災後の宮城県内の

医療施設における栄養管理状況の調査結果を見ると、医

療施設であっても震災後は、特別食を提供すべき患者に

対しても一般食で対応をせざるを得ず、特別食の割合が

減ったことが報告されている(16)。今後は医療施設におい

て各種の疾患患者に対応した食品を備蓄することが必要

と考えられる。各自治体の要配慮者に対する対応を進め

るためには、Aldrich ら(17)が推奨するように、平常時か

ら公的な健康管理部門と災害救助部門、医療機関の間で

ネットワークを構築し、災害時に緊密な連携が行えるよ

うにしておくことが大切である。そのための第一歩とし

て、災害支援にあたる自治体や防災関係者に医療用特殊

食品の用途と有用性を PR することや、直接避難所設営に

あたる関係者に情報提供すること等を通じて、医療用特

殊食品の必要性への理解を深めてもらうことが、連携を

強化する手がかりとなると考えられる。また、日本栄養

士会の災害派遣管理栄養士制度 (18) 等の専門職種による

ボランティアチームの活用も期待される。 

本調査により、わが国における医療用特殊食品の利用

者の、災害への関心度と食料・飲料水、医療用特殊食品

の備蓄状況が明らかとなった。医療用特殊食品の家庭内

の備蓄状況は決して高いと言えないことから、今後は患

者自身の備蓄意識を高め、備蓄を実行してもらう方法を

検討する必要がある。また、地域全体で患者をサポート

できるように自治体を中心として地域の病院だけでなく、

医療用特殊食品を扱う企業や運送会社等と連携を強化す

るシステムの構築を行う必要があると考える。 
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